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平成２６年度江東区特別職報酬等審議会答申 
 
 
１ はじめに 

 江東区特別職報酬等審議会（以下「本審議会」という。）は、平成２７年１月１４日に、江

東区特別職報酬等審議会条例第２条第３項の規定に基づき、江東区長から特別職の報酬及び給

料の額（以下「報酬等の額」という。）の適否についての諮問を受けた。 

 本審議会は２回の会議を開催し、各委員が、区民各界の代表者として、公平な立場で、広範

な視点から諮問事項について活発な意見交換を行った。また、審議については、提出された資

料に基づき本区の行財政運営の現状、他区の状況等を勘案し、多面的かつ慎重に進めた。 
 
２ 特別職報酬等の基本的な考え方 

 特別職の報酬等の額は、次の３つの原則に基づき決定されなければならない。 

（１）その職責の重要性に見合ったものであること。（職務と責任の原則） 

（２）一般職の給与及び他区の特別職の報酬等の額との均衡を図ったものであること。（均

衡の原則） 

（３）社会経済情勢や区の財政状況等を踏まえたものであること。（情勢適応の原則） 
 
３ 特別職の職責について 

 特別職のうち区長及び副区長は、区民の負託に応え、平穏かつ安全な社会環境の整備と区民

福祉の一層の向上を図るため、公正かつ公平に自立した区政運営を先導する立場にある。その

担うべき役割と職責は一層重要性を増している。 

一方、区議会議員においても、区民の代表として区政の方向を決めるほか、多様化する区民

要望の実現や調整、区政が直面する諸課題の解決のため、これまで以上に各種施策に係る調査

研究や区民ニーズの把握等、広範にわたる議員活動が求められており、その役割と職責の重要

性は増している。 

加えて、本区は５年後の 2020 東京オリンピック・パラリンピック開催に向けたまちづくり
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を加速させるとともに、平成２７年中に人口５０万人都市の仲間入りをすることが予測されて

おり、臨海部を中心としたマンション建設等による急激な人口増加による、保育所や義務教育

施設の早急な整備が必要となっており、同時に防災・減災への対策等取り組むべき課題は増加

している状況にある。 

このような喫緊の課題にも早急な対応と判断を求められる特別職の職責は、極めて重大であ

ることも勘案し、審議を行った。 
 

４ 改定をめぐる諸状況について 

 特別区の一般職の給与については、特別区人事委員会の勧告に基づき各区で定めているとこ

ろであり、平成２６年度の同勧告における改定は、月額０．２０％の引上げ及び特別給（期

末・勤勉手当）の年間支給月数０．２５月の引上げとなっている。 

一方、本区の特別職の報酬等の額については、平成２６年１月２４日の答申に基づき、平成

２４年度と２５年度の一般職の改定率であるマイナス０．１９％とマイナス０．１４％を合わ

せ、平成２６年４月１日より月額マイナス０．３３％の改定を行ったところであり、報酬等の

月額については、過去１８年間、据え置きもしくはマイナス改定の状況を継続して今日に至っ

ている。 

今年度の他区の改定状況を見ると、上記勧告を踏まえて現時点で約半数の１３区において月

額または期末手当について、職員と同率程度の引上げを行っている。 

なお、本答申時点で報酬等の月額を他区と比較すると、本区は、区長については上位から８

番目、その他の役職では４番目から１１番目となっている。 

 日本経済の状況は、企業の業況判断はおおむね横ばいとなっており、内閣府が昨年１２月と

本年１月に発表した１０月・１１月の景気動向指数速報値によると、１０月は前月比が２か月

連続で上昇し、１１月は前月比１．０ポイント下降の１０８．９となったものの、景気は緩や

かな回復基調が続いている。一方、本区の財政状況については、人口増加による税収増、職員

定数の削減、事業の民間委託、施策の積極的な見直しや事務の効率化等の行財政改革の効果も

あり健全な状態にある。しかしながら、歳入環境は景気動向に左右される脆弱な状況にあり、
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歳出面でも高齢者福祉費、生活保護費をはじめとした社会福祉関連費等の伸び等が依然として

見込まれるなど、予断を許さない状況に変わりはなく、引き続き健全財政を維持する必要があ

り、この面における特別職の職責も重いものがある。 

 
５ 結 論 

 以上より、報酬等の額については、前述した 2020 東京オリンピック・パラリンピック開催

に向けたまちづくりをはじめとする社会基盤の整備等、区政課題の増加も見込まれることなど

も踏まえたうえ、他区の改定状況等を考慮し、報酬等の額を改定する必要があると判断し、改

定率については月額につき一般職と同程度の０．２０％の引上げ、期末手当においても０．２

５月の引上げ改定が妥当であるとの結論に至った。 

 なお、報酬等の額及び実施時期については、以下のとおりとする。 

 （１）報酬等の額 

   区   長  １，１５３，０００円 （２，０００円増） 

   副 区 長    ９２１，０００円 （１，０００円増） 

   議 長    ９２１，０００円 （１，０００円増） 

   副 議 長    ７９４，０００円 （１，０００円増） 

   委 員 長    ６６９，０００円 （１，０００円増） 

   副 委 員 長    ６３７，０００円 （１，０００円増） 

   議 員    ６０８，０００円 （１，０００円増） 

 （２）実施時期 

   平成２７年４月１日 

   ＊ただし、期末手当については、今年度から実施する。 

６ おわりに 

 本審議会は、区長の諮問を受けた委員としてその職務の重要性を深く認識し、広範な視点か

ら慎重かつ誠実に審議を行った。その結果、区政の現状の中で、特別職における職責の重要性

その他の諸事情を十分に考慮し、以上のような結論に至ったところである。 
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 特別職各位におかれては、今後とも区民の信頼と負託に応え、簡素で効率的な区政運営と円

滑な議会運営を通じて、区民福祉の向上に向けて尽力されることを期待するものである。 


